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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題であると認識しております。経営監視機能の充実と適切な情報開示による透明性の
高い経営を確保することで、経営環境の変化に迅速且つ的確に対応し、同時に健全で持続的な成長を持続すべく、組織体制の整備・強化に努め
てまいります。

　当社は、第38期の定時株主総会決議をもって、監査等委員会設置会社へ移行いたしました。これは、コーポレート・ガバナンスの強化を目的とし
て、委員の過半数が社外取締役で構成される監査等委員会が、業務執行の適法性、妥当性の監査・監督を担うことで、より透明性の高い経営を
実現し、取締役会の監督機能をより強化する等、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るとともに、ステークホルダーの期待により的確に応
えうる体制の構築を目指したものであります。

また、取締役会の業務執行決定権限を取締役に委任することにより、取締役会の適切な監督のもとで経営の意思決定及び執行のさらなる迅速化
が可能となります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２④】　議決権の電子行使環境及び招集通知の英訳

　当社は、証券代行会社のシステムを利用し、インターネットによる議決権行使ができる環境を整備しております。しかしながら、機関投資家や海
外投資家の比率が低いことから費用対効果を踏まえ、議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知の英訳は行っておりません。今後、機
関投資家や海外投資家の比率が高まりましたら、改めて検討します。

　

【補充原則３－１②】　英語での情報開示・提供

　海外投資家の比率が低いことから費用対効果を踏まえ、開示資料の英訳は行っておりません。今後、海外投資家の比率が高まりましたら、改め
て検討します。

　　

【補充原則３－１③】　自社のサステナビリティについて

　当社は持続可能な社会環境づくりのため、当社のありたい姿を描き、新たに「洗練された作品を残し続ける、元気な総合不動産ディベロッパー」
というサステナビリティ基本方針を定めました。従業員の成長を重視し、都心部における経済・社会環境に応じた自由な創造デザイン力を武器に、
すべてのステークホルダーの皆様を笑顔にし、成長し続ける企業を目指します。

　当社ではステークホルダーを従業員、お客様、株主、協力会社、地域社会の５つと定めており、各ステークホルダーに対し、以下のように考えて
おります。

・従業員：人材を人財と捉え、「プロパストイズム」に共感し会社と共に個の成長も促します。

・お客様：お客様との適切な距離感を大事にしており、お客様にプロパストの「ファン」になっていただき、笑顔を共有いたします。

・株主：非財務情報は昨今の情勢から可能な限り開示を行うべきと考えており、企業の透明性、公平性、持続可能性を高め、株主に継続した適切
な配当を実施してまいります。

・協力会社：ゼネコンから設計事務所、広告代理店、設備業者までお客様の笑顔を叶えるため、数多くのパートナー様と「ワンチーム」で取り組みま
す。

・地域社会：市場動向、土地の特性、地域性、周辺環境とのバランスを考え、プロジェクト毎に自由な発想で環境、健康、安全に対して配慮した素
材の提案を行い、空間デザインを提供します。

　持続可能な成長を達成するためには、環境課題への取り組み、特に脱炭素社会への動きが広がっているなか、当社としても2023年６月12日に
設立したサステナビリティ委員会において、マテリアリティの特定や、サステナビリティプログラムの策定を行ってまいります。

　　

【補充原則４－１②】　中期経営計画の策定

　現在の当社の事業規模においては、主要事業である不動産開発事業は開発に一定の時間を要することもあり、用地の仕入状況や経済環境の
変動の影響を大きく受けるため、中期経営計画の策定・公表は、必ずしもステークホルダーの適切な判断に資するものではないとの判断により、
中期経営計画を策定しておりません。しかしながら、その策定は経営上の重要課題と考えており、将来の経営環境を相応の確度で予測可能な状
況と判断した場合には、中期経営計画の策定および公表を検討してまいります。

　なお、単年度の数値目標と実績の乖離については、経営会議や取締役会での進捗状況の確認と分析が行われ、必要に応じて目標の見直しが
行われています。また、乖離の原因分析に関しても定期的に行われ、株主や他のステークホルダーに対して決算発表資料等を通じ、開示されるよ
う努めています。　　

【補充原則４－１③】　後継者育成計画の策定

　現在、当社は後継者育成計画を策定しておりませんが、その策定は経営上の重要課題と考えております。後継者候補の育成は、組織の持続的
な発展と継続性を確保するための重要な取り組みです。将来のリーダーシップの継承と組織の安定的な成長を確保するために、計画的に後継者
の育成を行うことを目指しています。

　後継者育成計画の策定には、後継者候補の特定や候補者の成長に必要なスキルや知識の評価、教育プログラムの設計などが含まれます。経
営陣や関係部署との協力を得ながら、個別の後継者の能力や意欲を考慮し、育成の方針やタイムラインを明確にするための計画を検討してまい
ります。

　また、後継者育成計画の策定には、時間と資源をかける必要があります。適切なトレーニングプログラム、メンタリングやコーチングの提供、プロ
ジェクトやチームリーダーとしての経験の提供など、多角的なアプローチが必要です。さらに、後継者候補とのコミュニケーションや目標設定、評価



の適正性も重視し、計画の実行と進捗のモニタリングも行っていきます。

　当社は、将来の経営陣の安定した継承を確保するために、後継者育成計画の策定を検討し、積極的かつ計画的に取り組んでまいります。後継
者育成計画の実施により、組織の持続的な成長と安定性を確保し、将来のリーダーの育成に寄与することを目指しています。

　　

【補充原則４－２②】　自社のサステナビリティを巡る取組

　　当社では、組織全体の持続可能性に関する重要な問題を議論し、解決策を提案するために2023年６月にサステナビリティ委員会を設置しまし
た。

　この委員会は、持続的な成長を阻害する要因を特定し、それに対する対応プログラムの策定などを担当する役割を持っています。

　当社では、サステナビリティ委員会を６月に開催し、持続可能な社会環境づくりのため、当社のありたい姿を描き、新たに「洗練された作品を残し
続ける、元気な総合不動産ディベロッパー」というサステナビリティ基本方針を纏めました。

　この委員会では、サステナビリティに関連するマテリアリティ（重要事項）を特定し、それに基づいて適切な対策やプログラムを策定していく予定で
す。現在は、具体的な課題の特定や対応策を策定中であります。

　委員会は、持続的な成長と組織の責任ある経営に向けた重要な役割を果たすため、今後は継続的に活動し、持続可能なビジネス運営のための
戦略的な取り組みを推進してまいります。

　　

【補充原則４－１０①】　任意の委員会等の活用

　　当社では、報酬及び指名等の重要事項を審議する任意の諮問委員会等は設置しておりませんが、以下の手続きにより、報酬の決定及び取締
役の指名等を行っております。

　取締役会に対する取締役候補者の提案は、事前に社外取締役に意見聴取する機会を設けた上で、代表取締役社長がその他の取締役の意見
も踏まえ、候補者の提案を行います。また、監査等委員である取締役候補者については、監査等委員会の意見を踏まえ、その同意を得た上で、
各候補者の提案を行います。取締役会では、選任基準や各候補者の経歴及び有する知見等について丁寧に説明が行われた上で、社外取締役を
交えて慎重に審議いたします。

取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬につきましては、取締役会でその決定方針を決議しており、これに基づき、取締役会で一任を受け
た代表取締役が社外取締役と協議の上、株主総会で決定された報酬総額の範囲内で、各取締役の職位や職務執行に対する評価、会社業績等
を総合的に勘案し、決定しております。

【原則４－１１】　取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件

　当社の取締役会は、不動産開発・建築設計、企業経営、財務会計、法務、営業、IT等の各分野において専門的知識と豊富な経験を有した者で
構成されており、取締役会としての役割・責務を実効的に果たすための適正規模で、多角的な議論ができる構成になっていると認識しております。
なお、本書提出日現在、女性取締役は適任者がいないため選任しておりませんが、引き続き企業価値向上への貢献を十分に期待できる人材の
探索に努めてまいります。

　監査等委員会は、特に財務・会計に関する十分な知見を有する者１名以上を含む、適切な経験・能力を有する者で構成しております。

【補充原則４－１１①】　取締役のスキル

　当社は、当社の経営環境や事業特性等を踏まえ、取締役会全体で求められる知識・経験・能力等のバランスを鑑み、取締役候補者の選任を
行っております。現在、スキル・マトリックスについては作成中です。

【原則５－２】　経営戦略や経営計画の策定・公表

　現在の当社の事業規模においては、主要事業である不動産開発事業は開発に一定の時間を要することもあり、用地の仕入状況や経済環境の
変動の影響を大きく受けるため、中期経営計画の策定・公表は、必ずしもステークホルダーの適切な判断に資するものではないとの判断により、
中期経営計画を策定しておりません。しかしながら、その策定は経営上の重要課題と考えており、将来の経営環境を相応の確度で予測可能な状
況と判断した場合には、中期経営計画の策定および公表を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】　政策保有株式

　当社は政策保有株式を保有しておりません。また現時点では保有する予定はありません。

【原則１－７】　関連当事者間の取引

　当社は当社役員や主要株主等との取引を行う場合、金額的または性質的に重要なものについては取締役会決議を要することとしています。ま
た、それら取引を行うにあたっては、一般取引と同等の取引条件とすることを基本方針としています。

【補充原則２－４①】　社内の多様性の確保

　当社は、人材を重要な資源として位置づけ、多様な人材が最大限の能力を発揮できる職場環境の醸成に取り組んでいます。性別、国籍、社歴な
どの要素による区分けは行わず、あらゆる雇用の場面において公平な取り組みを行うとともに、積極性と能力に基づいた人事評価制度を整備して
います。

　当社では、性別、国籍、社歴に関わらず、多様な資質、能力、適性を持った人材を活用しています。現在、女性管理職の割合が25％を占めてお
り、その能力を尊重し活躍しています。今後、女性管理職の割合は、2030年５月期までに30%(政府の目標である第５次男女共同参画基本計画の
目標値を意識。)を目指して進めてまいります。なお、当社の事業が国内中心であること、中途採用者の割合がほぼ100%であることを踏まえ、外国
人・中途採用者の管理職の割合に関する目標は設けておりません。

　人材育成方針・社内環境整備方針としては、多様性を尊重し、一人ひとりの能力を最大限に発揮できる環境を整えることとしており、例えば、産
休や育休後の復帰にも柔軟に対応するなどの取組みにより、復帰率は100％となっています。

【原則２－６】　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社は、企業年金制度を備えておらず、積立金の運用の委託または指図をすることはありません。

【原則３－１】　情報開示の充実

（ⅰ）経営方針及び経営戦略は、有価証券報告書に記載しております。

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、本報告書「I．1．基本的な考え方」に記載しております。

（ⅲ）取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続については、本報告書「II．1．機関構成・組織運営等に係る事項【取締役報酬関係】」に記
載しております。

（ⅳ）当社は、年齢・性別・国籍の区別なく、当社の取締役として求められる資質等を考慮のうえ、株主の皆様からの負託に応えられる適任者を取



締役候補者として選任しております。具体的には、当社の業務に精通した社内取締役と高度な専門知識や豊富な経験等を有する社外取締役で取
締役会を構成することとし、人格、経験、能力、健康等を総合的に判断し、取締役会全体のバランスと多様性にも配慮しております。特に社外取締
役については、当社経営陣から独立した立場で社外取締役としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に、選定する方針とし
ております。なお、現任の社外取締役には他社での経営経験を有する者を含んでおります。

　手続き面では、取締役候補者（監査等委員であるものを除く。）の指名にあたっては取締役会で審議のうえ決定し、監査等委員である取締役候
補者の指名にあたっては監査等委員会の同意を得たうえで、取締役会で決定しております。

（ｖ）株主総会参考書類の取締役選任議案に、指名理由を記載しております。

（ｖ）株主総会参考書類の取締役選任議案に、指名理由を記載しております。

【補充原則３－１②】　英語での情報開示・提供

　上記、【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。

【補充原則３－１③】　自社のサステナビリティへの取り組み

　上記、【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。

【補充原則４－１①】　経営陣に対する委任の範囲とその概要

　当社の取締役会では、法令及び定款に定められているもののほか、「取締役会規程」において取締役会で決議すべき事項を定め、重要な業務
執行の決定を行っております。その他については、職務権限規程により、取締役会、代表取締役社長、本部長等が行う意思決定事項（審議、承認
等）の権限について、明確に定めております。

【原則４－９】　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　当社は、経営の意思決定における客観性を高め、経営の健全化と透明性のより一層の向上を図るため、以下のとおりの独自の独立性判断基準
を策定しております。

同基準における独立性を有する社外取締役とは、会社法上の要件を満たす者かつ以下のいずれにも該当しない者とします。

(１)当社又は連結子会社（以下「当社グループ」という。）を主要な取引先（注１）とする者又はその業務執行者（注２）

(２)当社グループの主要な取引先又はその業務執行者

(３)当社の大株主（直前の事業年度末における総議決権の10％以上を保有する者）又はその業務執行者

(４)当社グループから役員報酬以外に、年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ている弁護士、司法書士、弁理士、公認会計士、税理士、
コンサルタント等

(５)当社グループから、年間1,000万円を超える寄付等を受けている法人・団体等の業務執行者

(６)当社グループの主要な借入先（注３）の業務執行者

(７)当社グループの会計監査人又はその社員等として当社グループの監査業務を担当している者

(８)過去3年間において、上記(１)から(７)のいずれかに該当していた者

(９)上記(１)から(８)のいずれかに該当していた者の配偶者又は二親等内の親族

(10)当社グループとの間で、社外取締役の相互就任の関係にある会社の業務執行者

(11)上記(１)から(10)のほか、当社と利益相反関係が生じうるなど、独立性を有する社外取締役としての職務を果たすことができない特段の事由を
有している者

(注１)主要な取引先とは、取引金額が当社グループ又は当該取引先グループの直前の事業年度における年間連結売上高の２％を超える場合を
いう。

(注２)業務執行者とは、取締役（非業務執行取締役を除く。）、執行役、執行役員又は使用人をいう。

(注３)主要な借入先とは、当社グループの直前の事業年度末における連結総資産の2％に相当する金額を超える借入を行っている場合の当該金
融機関をいう。

【補充原則４－１0①】　任意の仕組みの活用

　上記、【コーポレート・ガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。

【補充原則４－１１①】　取締役のスキル

　上記、【コーポレート・ガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】のとおりであります。

【補充原則４－１１②】　取締役の兼任状況の開示

　社外取締役の兼任状況につきましては、株主総会招集ご通知及び有価証券報告書において開示しております。

【補充原則４－１１③】　取締役会の実効性の分析・評価

　当社取締役会は、より充実したコーポレートガバナンス体制の構築と中長期的な企業価値向上を目指すため、株式会社東京証券取引所が定め
る「コーポレートガバナンス・コード」に基づき、2024年５月期（2023年６月から2024年５月までの期間を対象。）における取締役会の実効性の評価
を2024年６月に実施いたしました。

その結果の概要については、下記のとおりです。

１．取締役会の実効性評価の方法

　当社取締役及び監査役全員（社外役員含む計10名。）に対して、アンケートを実施し全員から回答を得ました。

　アンケートでは、各取締役・各監査役より、当社取締役会の改善を検討すべき点など自由な意見や提案を求めております。

　主な質問事項は、取締役会の規模、構成、運営状況、リスク管理体制、情報提供や支援体制、取締役・監査役の自己の貢献状況などから構成
しております。

２．取締役会の実効性に関する評価結果の概要

　当社取締役会は、規模・構成・運営状況等において、経営上重要な意思決定や業務執行の監督を行うための体制が構築されていることを確認
しました。

　また、各構成員が果たすべき役割を十分に理解し、多様な経験や専門性をもつ社外役員を含めて活発な議論が行われ、各自が貢献しているこ
とを確認しました。

　一方、課題としましては、リスク管理機能をさらに高めるための体制づくりについて、取締役会で議論すべきとの意見を共有いたしました。

３．取締役会の実効性に関する課題への対応



　当社取締役会は、取締役会の実効性にかかる課題解決に向けた取り組みとして、取締役会メンバー全員が参加する議論の場を設定し、中長期
の視点に立ち企業価値向上に資する議案の選定と議論の深化を図ることで、より充実したコーポレートガバナンス体制の構築と更なる企業価値
の向上を目指してまいります。

【補充原則４－１４②】　取締役のトレーニング方針

　当社の取締役（社外取締役を含む）のトレーニング基本方針は以下のとおりであります。

（１）当社は、新任取締役の就任に際して、当社の事業・財務・組織等の必要な知識の習得、取締役として求められる職務と職責を理解する機会を
提供しております。

（２）当社は、取締役に対して、在任期間中における職務と職責に関する継続的な知見の更新や能力の向上等を目的に、個々の取締役に適合し
たトレーニングの機会の提供・斡旋やその費用の支援を行っております。

【原則５－１】　株主との建設的な対話に関する方針

　当社のＩＲ基本方針に従い、株主からの対話について前向きに対応しております。

（ⅰ） 株主との対話は、ＩＲ担当部門の取締役が統括し、社長および関係部門と対応方法を検討し、適切に対応しております。

（ⅱ）ＩＲ担当部門は、関係部門等と情報共有や各々の専門的見地に基づく意見交換を適宜行う等、有機的に連携し、株主との対話を支援しており
ます。

（ⅲ）株主に対しては、株主総会のほか、電話による対応等、対話手段の充実に努めております。また、対話の前提となる情報開示を積極的に
行っております。

（ⅳ）株主・投資家・証券アナリストをはじめとする資本市場参加者との建設的な対話において寄せられた意見等は、取締役会への報告等を通じて
当社内で共有し、当社経営戦略のレビュー等に活用しております。

（ⅴ）株主との対話に際しては、情報開示の公平性に十分留意するとともに、「インサイダー取引防止規程」に則り、内部情報を適切に管理しており
ます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社シノケングループ　 12,342,500 36.35

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 738,000 2.17

株式会社ジュポンインターナショナル 432,700 1.27

株式会社九州リースサービス 373,100 1.10

野村證券株式会社 369,220 1.09

ＪＰモルガン証券株式会社 359,000 1.06

上田八木短資株式会社 305,000 0.90

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 225,937 0.67

仙波　岳陽 214,000 0.63

扇原　世津子 202,300 0.60

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　保有割合については、2024年５月31日現在の株主名簿を基に、発行済株式総数（自己株式を除く）に対する所有株式数の割合を記載しておりま
す。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 5 月

業種 不動産業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　親会社や子会社を有していないため、該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 7 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

玉置　貴史 他の会社の出身者 ○

萩原　浩二 他の会社の出身者 ○

三浦　義明 他の会社の出身者 △

田下　宏彰 他の会社の出身者 △ ○

秋山　高弘 他の会社の出身者

井上　勝次 他の会社の出身者

大倉　圭 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

玉置　貴史 　 　

　玉置貴史氏は、当社の主要株主である
株式会社シノケングループの専務取締
役　最高執行責任者（COO）です。当社
は、株式会社シノケングループと取引はご
ざいません。

　また、同氏は当社と取引関係のある株
式会社シノケンファシリティーズの代表取
締役社長です。

　当社と株式会社シノケンファシリティーズ
との取引規模は、総売上高の１％以下（20
24年５月期実績）となります。

　さらに同氏は、株式会社シノケングルー
プの子会社である株式会社シノケンプロ
デュースの代表取締役社長ですが、当社
は当該会社との取引関係はございませ
ん。

　玉置貴史氏は、㈱シノケングループにおいて
長く賃貸住宅の企画・マーケティングおよび賃
貸管理業務等に携わり、同社の取締役就任後
は企画・管理部門を担当し、コーポレートガバ
ナンス等を管掌しておりました。

　また、現在もCOO（最高執行責任者）を務め
ており、これらを通じて培われた豊富な経営の
経験、幅広い見識を有しております。

　これらに基づき、社外取締役として当社の職
務執行の監督の役割を適切に果たしていただ
くとともに、当社の経営に適宜助言をいただい
ており、引き続き、経営全般、特にコーポレート
ガバナンスに関して専門的な観点から取締役
の職務執行に対する監督、助言等をいただくこ
とを期待して、社外取締役として選任しました。

萩原　浩二 　 　

　萩原浩二氏は、当社の主要株主である
株式会社シノケングループの従業員で
す。

　当社は、株式会社シノケングループと取
引はございません。

　萩原浩二氏は、過去に会社の経営に関与さ
れた経験はありませんが、弁護士としての法律
の専門知識と、㈱シノケングループの法務室室
長及び法務・コンプライアンスを担当する執行
役員として培われた豊富な経験と幅広い見識
を有しており、これらに基づき社外取締役として
当社の業務執行の監督の役割を適切に果たし
ていただくとともに、当社経営に適宜助言をい
ただいております。

　引き続き、特に法的な観点から取締役の職務
執行に対する監督、助言等をいただくことを期
待して、社外取締役として選任しました。

三浦　義明 　 　

　三浦義明氏は、当社の主要株主である
株式会社シノケングループ子会社２社の
代表取締役社長です。　　　

　当社は、株式会社シノケングループの当
該子会社との取引関係はございません。

　三浦義明氏は、㈱シノケングループの営業部
門を管掌する取締役として培われた経営者とし
ての豊富な経験と幅広い見識を有しており、こ
れらに基づき社外取締役として当社の業務執
行の監督の役割を適切に果たしていただくとと
もに、当社経営に適宜助言をいただいておりま
す。

　引き続き、特に営業活動について専門的な観
点から取締役の職務執行に対する監督、助言
等をいただくことを期待して、社外取締役として
選任しました。

田下　宏彰 　 　

　田下宏彰氏は、株式会社小川建設及び
株式会社小川建物の代表取締役社長で
す。

　株式会社小川建設は、当社の主要株主
である株式会社シノケングループの完全
子会社であり、株式会社小川建物は、株
式会社小川建設の完全子会社です。

　当社は、株式会社小川建設と取引関係
があります。その取引規模は、総売上高
の10％以上（2024年５月期実績）となりま
す。

　田下宏彰氏は、長年、㈱小川建設の代表取
締役として培われた建設会社の経営者として
の豊富な経験、幅広い見識を有しており、これ
らに基づき社外取締役として当社の職務執行
の監督の役割を適切に果たしていただくととも
に、当社経営に適宜助言をいただいておりま
す。

　引き続き、経営全般、特に建築及び建物管理
について専門的な観点から取締役の職務執行
に対する監督、助言等をいただくことを期待し
て、社外取締役として選任しました。

秋山　高弘 ○ ○ ―――

　秋山高弘氏は、銀行業務及び財務経理部長
並びに監査室長を歴任し培われた専門的知
識・経験を活かして、社外取締役としての職務
を適切に遂行できると判断したため、社外取締
役として選任しました。

　また、秋山高弘氏は、当社との間に特別な利
害関係はなく、一般株主と利益相反の生じる恐
れがないと判断したため、同氏を独立役員とし
て指定しています。



井上　勝次 ○ ○ ―――

　井上勝次氏は、税理士として培われた税務及
び会計の専門的知識・経験を活かして、社外取
締役としての職務を適切に遂行できると判断し
たため、社外取締役として選任しました。

　また、井上 勝次氏は、当社との間に特別な利

害関係はなく、一般株主と利益相反の生じる恐
れがないと判断したため、同氏を独立役員とし
て指定しています。

大倉　圭 ○ 　

　大倉圭氏は、当社の主要株主である株
式会社シノケングループの従業員です。

　当社は、株式会社シノケングループと取
引はございません。

　大倉圭氏は、監査法人の勤務経験及び公認
会計士として培われた会計の専門知識・経験を
活かして 、社外取締役としての職務を適切に

遂行できると判断したため、社外取締役として
選任しました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　当社は、常勤の監査等委員を選定しており、適切な情報収集が実施されているため、監査等委員会のサポートを専属で行なう担当部署等は設
置しておりません。

　監査等委員会に対しては、取締役会の議案を事前に送付する他、その他の情報や資料等についても取締役（監査等委員であるものを除く。）と
同水準の情報を入手できるようにしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会は、常勤監査等委員を通じて、会計監査人（ＨＬＢ Meisei有限責任監査法人）と定期的（３ヶ月に１回の割合。）に会合を持ち、監査

実施状況や監査結果等の報告を受ける他、情報交換や意見交換を行なう等の連携をとります。

　監査等委員は、取締役会及び監査等委員会において内部統制全般の整備・運用状況、リスク管理の状況を把握し、会計監査人から職務の執
行状況の報告を受け、内部監査及び内部統制部門並びに会計監査人と連携を図るとともに、適宜に情報交換及び意見交換をするなどして、監査
機能の実効性向上を担っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

　また当社では、経営の意思決定における客観性を高め、経営の健全化と透明性のより一層の向上を図るため、独自の独立性判断基準を策定し



ております。同基準における独立性を有する社外取締役とは、会社法上の要件を満たす者かつ以下のいずれにも該当しない者とします。

(１)当社又は連結子会社（以下「当社グループ」という。）を主要な取引先（注１）とする者又はその業務執行者（注２）

(２)当社グループの主要な取引先又はその業務執行者

(３)当社の大株主（直前の事業年度末における総議決権の10％以上を保有する者）又はその業務執行者

(４)当社グループから役員報酬以外に、年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ている弁護士、司法書士、弁理士、公認会計士、税理士、
コンサルタント等

(５)当社グループから、年間1,000万円を超える寄付等を受けている法人・団体等の業務執行者

(６)当社グループの主要な借入先（注３）の業務執行者

(７)当社グループの会計監査人又はその社員等として当社グループの監査業務を担当している者

(８)過去3年間において、上記(１)から(７)のいずれかに該当していた者

(９)上記(1)から(8)のいずれかに該当していた者の配偶者又は二親等内の親族

(10)当社グループとの間で、社外取締役の相互就任の関係にある会社の業務執行者

(11)上記(１)から(10)のほか、当社と利益相反関係が生じうるなど、独立性を有する社外取締役としての職務を果たすことができない特段の事由を
有している者

(注１)主要な取引先とは、取引金額が当社グループ又は当該取引先グループの直前の事業年度における年間連結売上高の2％を超える場合を
いう。

(注２)業務執行者とは、取締役（非業務執行取締役を除く。）、執行役、執行役員又は使用人をいう。

(注３)主要な借入先とは、当社グループの直前の事業年度末における連結総資産の２％に相当する金額を超える借入を行っている場合の当該金
融機関をいう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　2024年8月27日開催の第38期定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員であるものを除く。）に対して、譲渡制限付株式報酬制度を導
入しております。

　既に付与済みのストックオプションとしての新株予約権のうち、未行使分については存続いたしますが、新たにストックオプションの付与は行わな
いものとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2024年５月期の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りとなっております。

　取締役に支払った報酬：106百万円（うち社外取締役：12百万円）

　監査役に支払った報酬：11百万円（うち社外監査役：11百万円）

　当社は、本報告書に記載の取締役報酬関係の事項を有価証券報告書においても開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり



報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

（１）取締役（監査等委員であるものを除く。）に対する報酬

　取締役会は、以下の取締役（監査等委員であるものを除く。以下本項において同じ。）の報酬等の内容にかかる決定方針に基づき、代表取締役
社長 津江真行に対し、各取締役の基本報酬の額及び非金銭報酬等の配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘

案しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に
社外取締役とその妥当性等について確認しております。

1．基本方針

　当社の取締役の報酬体系は、中長期的視点で経営に取り組むことが重要との考えから、安定性を重視した固定報酬を基本とし、これに企業価
値の向上・株主利益の追求に対するインセンティブとしての非金銭報酬を付与することとする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責等に応じて同業種・同規模の他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考
慮しながら、総合的に勘案して決定する。

３．非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　非金銭報酬は、退任時までの譲渡制限を付した株式とし、役位、職責等に応じて、当社の業績および交付時の当社の株価も考慮しながら、総合
的に勘案して株数を決定し、毎年、一定の時期に支給する。

４．金銭報酬の額、非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役の種類別の報酬割合については、金銭報酬と非金銭報酬等の具体的割合は決定しないが、非金銭報酬は当社の業績および業績見通し
を鑑み交付を決定するものとする。また、安定性を重視した金銭報酬を基本とする基本方針を踏まえ、非金銭報酬等を交付する場合は、金銭報酬
の1／2を上回らない（交付時の株価による金銭換算想定）ものとする。

５．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額は、株主総会によって決議された報酬総額（上限）の範囲内において、取締役会より委任を受けた代表取締役社長が、社外取
締役と意見交換を行った上で、基本報酬の額および非金銭報酬の株数のその具体的内容を決定する。

　取締役の報酬限度額は、2024年８月27日開催の第38期定時株主総会において年額300百万円以内（但し、使用人兼務取締役の使用人分給与
は含みません。）と決議いただいております。また、その一部分として、当該株主総会において、譲渡制限付株式の付与のための報酬額として年
額20百万円以内（うち、社外取締役は５百万円以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の対象取締役の員数は、７名（うち、社外
取締役は４名）です。

（２）監査等委員である取締役に対する報酬

　監査等委員である取締役に対する報酬については、2024年８月27日開催の第38期定時株主総会において年額30百万円以内と決議いただいて
おり、その範囲内において、監査等委員である取締役の協議により決定しております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数
は、３名（うち、社外取締役は３名）です。

【社外取締役のサポート体制】

　当社は、社外取締役のサポートを専属で行なう担当部署は設置しておりません。

　社外取締役に対しては、取締役会の議案を事前に送付している他、その他の情報や資料等についても社内取締役と同水準の情報を入手できる
ようにしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、第38期の定時株主総会決議をもって、監査等委員会設置会社へ移行いたしました。これは、コーポレート・ガバナンスの強化を目的とし
て、委員の過半数が社外取締役で構成される監査等委員会が、業務執行の適法性、妥当性の監査・監督を担うことで、より透明性の高い経営を
実現し、取締役会の監督機能をより強化する等、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るとともに、ステークホルダーの期待により的確に応
えうる体制の構築を目指したものであります。

　また、取締役会の業務執行決定権限を取締役に委任することにより、取締役会の適切な監督のもとで経営の意思決定及び執行のさらなる迅速
化が可能となります。

　企業統治のための機関としては、株主総会、取締役会、経営会議、監査等委員会及び内部監査室を設けております。

　当社では、全社的な方針の統一及び問題意識の共有等を図ることを主な目的とし、毎月第１月曜日に30分程度、全社員を対象に現在の経済環
境・不動産市況・会社の方向性・各プロジェクトの進行の方向性などを確認するミーティングを開催しております。

①取締役会

　取締役会は定時取締役会が毎月１回開催されるほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することでガバナンスの強化と経営の意思決定の迅
速化を図っております。取締役会においては、経営に関する重要事項についての報告、決議を行うとともに、経営判断の妥当性・効率性の監督と
取締役に対する監視機能の重要性を考え、経営判断の適正化と経営の透明性を維持し、業務執行に対する監査体制を整えております。

（構成員の氏名等）

議長：代表取締役社長 津江真行

構成員：取締役 専務執行役員 都倉茂、取締役 常務執行役員 矢野義晃、

　　　　取締役（社外） 玉置貴史、取締役（社外） 萩原浩二、取締役（社外） 三浦義明、

　　　　取締役（社外） 田下宏彰

　　　　取締役常勤監査等委員（社外） 秋山高弘、取締役監査等委員（社外） 井上勝次、

　　　　取締役監査等委員（社外）大倉圭



（取締役会における具体的な検討内容）

　当事業年度において、取締役会における具体的な検討内容は以下のとおりであります。

・経営戦略、ガバナンス関連

・決算、財務関連

・リスクマネジメント、内部統制、コンプライアンス関連

・人事関連

・個別案件

②経営会議

　経営会議は、原則として毎日開催され、取締役会で決定された方針・計画・戦略に沿って環境変化に柔軟に対応するため、重要案件に関する迅
速な意思決定を行っております。

（構成員の氏名等）

議長：代表取締役社長 津江真行

構成員：取締役 専務執行役員 都倉茂、取締役 常務執行役員 矢野義晃

　なお、上記構成員の他、常勤監査等委員（社外） 秋山高弘が経営会議に出席し、監査等委員会が取締役の業務執行を監査する体制を整えて

おります。

③監査等委員会

　監査等委員会は、毎月１回開催され、職務の執行に関する事項の協議、決議を行います。また、会計監査人及び内部監査室と連携し、各種法
令及び社内規則遵守の準拠性に関する監査を行ってまいります。

（構成員の氏名等）

議長：常勤監査等委員（社外） 秋山高弘

構成員：監査等委員（社外） 井上勝次、監査等委員（社外） 大倉圭

④内部監査室

　内部監査については、担当部署として内部監査室を設置し、各部門の内部監査を実施するとともに、監査等委員会と連携し、実効性の高い監査
を実施します。

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるの
は、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られま
す。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行う取締役会の経営機能（経営の方針・全体戦略の決定）及び監督機能の一層の強
化、並びに業務執行の機動性・効率性の更なる向上を図るために、監査等委員会設置会社として、取締役会から独立した監査等委員会により、
取締役の職務執行状況等の監査を実施することを柱とするコーポレート・ガバナンス体制を採用しております。

　社外取締役が過半数を占める監査等委員会が、中立・独立の立場から、取締役会による業務執行の意思決定が適切かつ効率的に行われてい
ることを監督し、業務執行を行わない監査等委員が、内部監査・内部統制部門等と緊密に連携し、経営への監視機能を発揮することは、透明性の
高い経営体制の構築に資すると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　2024年５月期においては、８月27日開催の定時株主総会に対して、株主総会招集通知
を法定期日の７日前に発送しており、又、発送の１日前にインターネット開示を行う等、株
主の議決権行使に配慮しております。

集中日を回避した株主総会の設定
　当社の決算月は５月であることから、株主総会については例年８月の開催を計画してお
り、集中月（日）を回避した開催となっております。

電磁的方法による議決権の行使 　インターネットによる議決権行使を実施しております。

その他
　当社ホームページ上において定時株主総会招集通知を掲載しております。また、議決権
行使を促進するため、議決権を行使していただいた株主に対しては、薄謝（クオカード）を
進呈しております。

２．ＩＲに関する活動状況



補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 　当社ホームページ上において掲載しております。

IR資料のホームページ掲載
　当社のホームページ内にIRサイトを設け、各種開示資料、説明会資料等を掲

載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 　情報開示担当部署として、経営企画部を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は持続可能な社会環境づくりのため、当社のありたい姿を描き、新たにサステナビリ
ティ基本方針を「洗練された作品を残し続ける、元気な総合不動産ディベロッパー」と定め
ました。従業員の成長を重視し、都心部における経済・社会・環境に応じた自由な創造デ
ザイン力を武器に、すべてのステークホルダーの皆様を笑顔にし、成長し続ける企業を目
指します。

　当社ではステークホルダーを従業員、お客様、株主、協力会社、地域社会の５つと定めて
おり、各ステークホルダーに対し、以下のように考えております。

・従業員：人材を人財と捉え、当社の求められる人物像「プロパストイズム」に共感し、会社
と共に個の成長も促します。

・お客様：お客様との適切な距離感を大事にしており、お客様にプロパストの「ファン」になっ
ていただき、魅力的な作品を提供することでファンを増やします。

・株主：非財務情報は昨今の情勢から可能な限り開示を行うべきと考えており、企業の透
明性、公平性、持続可能性を高め、株主に継続した適切な配当を実施してまいります。

・協力会社：ゼネコンから設計事務所、広告代理店、設備業者まで数多くのパートナー様と
「ワンチーム」で取り組みます。

・地域社会：市場動向、土地の特性、地域性、周辺環境とのバランスを考え、プロジェクト毎
に自由な発想で環境、健康、安全に配慮した素材の提案を行い、空間デザインを提供しま
す。

　持続可能な成長を達成するためには、脱炭素社会への動きが広がっているなか、当社と
しても今後サステナビリティ委員会において、ＴＣＦＤ提言等を参考に気候変動に関するリ
スク、シナリオ分析等を検討してまいります

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　ディスクロージャーポリシーのもと、適時かつ適切な情報を公平にお届けするために、当
社のホームページ内にIRサイトを設け、各種情報の提供に取組んでおります。

その他
　当社は、人材の多様性を企業の発展・成長に必要なものと考えております。現在、女性
取締役は適任者がいないため選任しておりませんが、引き続き企業価値向上への貢献を
十分に期待できる人材の探索に努めてまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システムの整備の状況

　当社は、以下のとおり業務の適正を確保するための体制をとっております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業活動を継続するためには、広く社会との信頼関係を確立する必要があり、そのためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であると認
識しております。

　具体的には、コンプライアンス委員会を組成し、法令遵守について審議するとともに、同委員会において役職員の行動規範となる行動指針を作
成し、コンプライアンス体制の確立に努めております。

　また、内部監査室が定期的に内部監査を実施し、業務の実施状況、会計処理等の実態を把握し、これを通じて、すべての業務が法令・定款・社
内規程等に照らし適正に行われているか検証しております。監査結果は社長及び監査等委員会に報告されるほか、取締役会にも報告され、必要
な改善を図ることにしております。

　さらに、社外の弁護士を通報先とする「コンプライアンス・ホットライン」を設け、使用人であれば誰でも不利益を被ることなくコンプライアンス上の
問題を会社に通報する手段を確保しております。

　なお、反社会的勢力に対しては、反社会的勢力対抗マニュアルを定め、弁護士、警察等の外部機関とも連携して毅然とした態度で臨み、一切の



関係を排除しております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、株主総会、取締役会その他の重要な会議の意思決定に係る記録、決裁文書等を、法令及び文書
管理規程に基づき、所定の期間保存管理しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、リスク管理については、各担当取締役を中心として各部門において継続的な監視・把握に努めており、リスク事象の発生は直ちに担当
取締役及び経営会議メンバーに報告される体制をとっております。また、経営会議においては、事業計画の進捗状況とともに、これに伴うリスク管
理状況の報告・検討も行い、適切な対応に努めるものとしております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務執行については、組織・職務分掌規程、決裁権限基準表において、それぞれの

責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、効率的に職務の執行が行われる体制をとっております。

　また、社長を含む業務執行取締役で経営会議を構成し、常勤の監査等委員出席のもとこれを毎日開催して各種決裁を迅速に行うとともに、事業
の遂行状況その他主要な経営課題を審議検討し、取締役会の意思決定・監督機能を補完・充実させております。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　個別の不動産開発事業推進のために会社・法人を設立・買収した場合には、実質的に当社業務の一部を構成するものと認識し、経理グループ
リーダーが随時経理財務の内容を把握するほか、内部監査等を実施し業務の適正確保に努めるものとしております。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独立性及び監査等委
員会の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　現在、監査等委員会の運営に関する事務を経営企画部が行うほかには、監査等委員会の職務を補助すべき使用人は配置しておりませんが、
監査等委員会が求めた場合は、必要に応じて監査等委員会の指揮命令に従う業務補助者を置くこととし、その補助者の人事及び考課について
は、監査等委員会と協議するものとしております。

７．取締役（監査等委員であるものを除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

　常勤の監査等委員は、取締役会のほか、経営会議、コンプライアンス委員会などの重要な会議に出席し、重要な報告を受ける体制としておりま
す。また、取締役（監査等委員であるものを除く。）及び使用人は、各監査等委員の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行います。

監査等委員会に報告を行った取締役（監査等委員であるものを除く。）及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由としていかなる不利益も課
しません。

８．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　内部監査の監査計画の立案及び実施については、監査等委員会と調整を図り、監査等委員会監査が効率的に遂行されるよう協力しておりま
す。

　監査等委員が職務を執行するうえで必要となる費用等について当社に請求を行った場合は、速やかに当該費用等を支払います。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力との関係排除については、反社会的勢力対抗マニュアルを定めており、外部機関の情報等も活用した信用調査を、新規取引開始
時に加え、継続取引先の場合は一定期間毎にも行っております。また取引にかかる契約書には、反社会的勢力との関係排除条項を盛り込むこと
としております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

（１） 適時開示にかかる基本方針

　当社は、あらゆる株主・投資家・アナリストの皆様に対して、公平で正確な情報を適時提供するため、適時開示に関する規則等の関連諸法令及
び諸規則を遵守しつつ、開示を行ってまいります。

　また、適時開示に関する規則等に該当しない情報についても、当社の投資判断に影響を及ぼすと考えられる重要な情報につきましては、公平
性、適時性の観点より当社ホームページにて公開してまいります。

（２） 適時開示体制の概要

①開示担当組織の整備

　当社の開示担当部署は、経営企画部が担当しております。具体的には情報取扱責任者である経営企画部長が中心となって、開示文書の作成
を行なうと共に、ＴＤｎｅｔシステムを利用して東京証券取引所に開示を行ないます。

　また、経営企画部が株主や投資家等からの各種問い合わせに対応しております。

②適時開示手続の整備

ア）決定事実

　各部署から情報が経営会議及び経営企画部に通知され、経営企画部が当社取締役会規程の付議基準に基づいて取締役会に付議いたします。

　取締役会において決議された事項については、適時開示に関する規則等の関連諸法令及び諸規則に照らして、開示が必要か否かを判断しま
す。

　また、取締役会での決議事項以外においても、適時開示に関する規則等の関連諸法令及び諸規則に照らして、開示が必要な事項については、



経営会議での決議を以て、速やかに開示を実施いたします。

　開示の必要性に関しては、情報取扱責任者及び関連部署等において協議を行い、開示が必要な場合には迅速に開示を行ないます。

　なお、開示内容の正確性を担保するため、必要に応じて弁護士などに助言を求めております。

イ）発生事実

　各部署から通知される発生事実に関する情報に対して、経営会議及び経営企画部が重要事実に該当するか否かを判断し、経営企画部が取締
役会既定の付議基準に基づいて取締役会に付議いたします。

　その後は、上記（ア）と同様の手続きを経て、開示を要する場合には迅速かつ、正確にその情報を開示してまいります。

ウ）決算情報

　決算に関する情報については、経理グループにおいて決算数値が確定した後に監査法人による監査を受けます。監査法人監査で承認を受けた
後に取締役会への報告及び承認が行われます。

　決算内容が確定するまでは、その情報漏洩の防止を徹底し、決算内容が確定した後は取締役会において承認を受け、速やかに開示を行ないま
す。


